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研究成果の概要（和文）：　本研究においては、日本、インドネシア及びフィリピンの開発政策・事業の政治経
済学的分析を通じ、開発の環境リスクが外部化され不可視化されるメカニズムを分析した。日本の原子力政策で
は、政府・電力会社によってリスク・コミュニケーションが歪められ、原発安全神話の維持が可能となった。イ
ンドネシア及びフィリピンの天然資源開発では、事業者-地域住民及び中央政府-地方政府間の不均衡な力関係に
よって、環境リスクが住民に押し付けられる構造を論じた。
　先進国・途上国の別なく新自由主義的な開発政策・事業は、本来内部化すべき環境リスクを周辺に移転し、レ
ント＝シーキングを可能にすることで資本蓄積を可能にしているのである。

研究成果の概要（英文）： Investigating various development policies and projects in Japan, Indonesia
 and the Philippines, we delineate political economic process how the powerful transfers 
environmental risks into the marginalized. In Japan, safety dogma of nuclear power had long been 
maintained, while its government and utility companies had distorted communication of nuclear risks.
 In Indonesia and the Philippines, unequal power relations between development agencies and local 
people, and/or central government and local government make environmental assessment insufficient 
and externalize environmental risks into locals.
  Both in developed and developing world, neo-liberal development policies bar environmental risks 
from been internalized and transfer them into the marginalized under the name of structural reform. 
Those policies make political space for rent-seeking for the powerful so that capital accumulation 
can be pursued even though under the climate of today's economic stagnation. 

研究分野：ポリティカル・エコロジー

キーワード： 環境リスクの外部化　リスク社会　中心ｰ周辺構造　開発政策　持続可能な開発　新自由主義　資本蓄積
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1980 年代の「持続可能な開発」の提唱以

来、途上国の急速な環境劣化は多くの研究者
の関心を集めてきた。研究の主流は熱帯生態
学等自然科学であったが、社会科学でも途上
国の地域研究から発したポリティカル・エコ
ロジーが特筆すべき成果をあげてきた。研究
代表者安部も、インドネシアのトップダウン
型の環境保全策が住民の地域知や自治的な
資源保全制度を無効化し、却って深刻な森林
劣化を招くことを指摘した[1]。 

一方、政策面でも開発独裁から脱した途上
国では、民主化・分権化を通じて環境アセス
メント等の環境対策が導入されてきたが、環
境劣化は止まる兆しがない。先進国でも原発
事故の経験から環境リスクの深刻さが広く
認識されるようになったものの、学術的にも
政策論的にも有効な対応がなされていると
はいえない。その背景には、経済成長を自己
目的化し環境を外部化してきた経済学と、環
境保全を自己命題化して開発を批判してき
た環境学の二項対立的隘路がある。 

今日、先進国では、政治社会学の観点から
現代資本主義が環境リスクを社会に埋め込
んだとする Beck のリスク社会論が注目され
ている。但し、Beck は原発事故等を事例に
近代産業社会の技術高度化をリスク社会の
要因と措定したため、これまでリスク社会論
は近代化過程と技術水準が異なる途上国の
環境問題の分析に参照されてこなかった。し
かし、途上国でも大規模林地火災やインドネ
シアの泥火山噴出のような深刻な環境破壊
が後を絶たない。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、異なる近代化過程を経て
経済開発を進める東アジア・東南アジアの 4
カ国（日本、韓国、インドネシア、フィリピ
ン）の環境問題及び先行研究の比較分析を通
じ、開発政策・事業に伴う環境リスクとその
縮減を妨げる政治経済的構造を明らかにす
ることにあった。これはさらに以下の 3 つの
目的に分けられる。 
(1)各国の環境問題の事例を比較分析し、環境

破壊を引き起こす技術的・社会的要因を特
定する。 

(2)各国の開発政策・事例を分析し、環境破壊
のリスク縮減を妨げる政策的要因を抽出
する。 

(3)上記２領域における研究成果を相互に関
連付け、開発に伴う環境リスクの政治経済
構造分析という新たな研究方法を開拓す
る。 

 
３．研究の方法 

本研究では、開発の環境リスクの概念化と
理論化を行うため、開発経済学とポリティカ
ル･エコロジー、理論研究と事例研究という
各々異なる領域から横断的に知見と方法を
集積して分析を進めた。このため、｢開発｣｢環

境｣｢リスク｣等多様な定義が与えられている
概念を整理し、本研究における定義とそのイ
ンプリケーションを示した。 

さらに、日本、韓国、インドネシア、フィ
リピン 4カ国における事例について共通の調
査研究枠組みを設定し、理論研究・事例研究
の成果から、開発の資源動員と利益配分の構
造のモデル構築を行った。最後に、各国の事
例において、環境リスクが不可視化される条
件を抽出し、その政治経済的背景を分析する
と同時に、リスク縮減政策が無効化されるメ
カニズムを明らかにした。 
 
４．研究成果 

2013 年度は、開発の環境リスクに関する理
論研究を中心とし、現地調査に関しては次年
度以降本格的に実施するための適切な事例
を選択し調査計画を練るためのプレリミナ
リィ・リサーチを行った。 
 理論研究においては、主として、安部が環
境物理学およびシステム論の視点から開発
の環境リスクに関する質的定義を行うと同
時に、Beck リスク社会論における近代化概念
と開発経済学における近代化概念との比較
研究を行った。 

研究分担者郭は、世界資本主義の政治経済
学及び従属理論の視点から(1)社会的公正、
(2)コモンズ、(3)成熟社会、(4)マルクス経
済学のそれぞれから見た危機の構図として
環境リスクを定義した。 

また、研究分担者森元は、フィリピンにお
ける天然資源開発の動員と利益配分のメカ
ニズムに注目し、同国の鉱業開発の歴史構造
の解析に関する先行研究の読み込みを行な
った。 
 事例研究においては、主として、安部がイ
ンドネシアおよび日本の事例を、森元がフィ
リピンの事例を選択してプレリミナリィ・リ
サーチを行った。安部は、インドネシアの中
カリマンタン州における大規模農園開発と
バンカ・ブリトゥン州での原子力開発につい
て現地を訪問し、関係者からの聞き取りおよ
び公表されている文献の収集を行った。また、
日本では、福島県と福井県を訪問し、日本の
原子力開発の政治経済的リスクに関する聞
き取り調査を行った。 

森元は、フィリピン東ネグロス州を訪問し、
同州の鉱業開発に関する現地調査と環境天
然資源省への聞き取りを行うとともに、先行
研究文献と基礎的データの収集を行った。 

各人の研究は 2013 年 4 月、同年 7 月、同
年 11 月、2014 年 1 月の計 4 回開かれた研究
会における討論を経て共有され、その成果は
文眞堂より「開発リスクの政治経済学」とし
て公刊された。 

2014 年度は、前年度に引き続き、理論と事
例の両面から、開発の環境リスク生成のメカ
ニズムについて研究を行った。 

理論面では、安部がプリゴジンやボールデ
ィングらの一般システム論の議論とルーマ



ンの社会システム論、政治地理学における領
域性の概念と経済学における時間性及び外
部性の議論を紡ぎ合わせ、環境リスクを貨幣
によって通約し量的計測を行うことが質的
側面の不可視化を招き、空間的および時間的
なリスクの外部化につながっていることを
指摘した。その成果はエントロピー学会にお
いて報告した。 

また、郭は日本企業が海外展開する際のリ
スク軽減策について研究し、日台中ビジネス
アライアンスという新たな概念の提示を行
った。その成果を International Federation 
of East Asian Management Associations 第
12 回大会において報告した。 

事例研究では、郭は現在安倍政権が推し進
めている国家戦略特区を取り上げ、国家戦略
特区が通常途上国で多く見られる経済政策
であり、それを先進国日本で実行する際のリ
スク要因を抽出した。その成果は著書『徹底
解剖国家戦略』でまとめた。 

森元は、フィリピンにおける天然資源開発
における開発資源の動員と利益配分のメカ
ニズムの研究に取り組んだ。フィリピンは、
サービス業と海外送金に依存する形で順調
な経済成長を遂げてきたものの、雇用の改善
や産業の多様化といった政策課題の実現が
不十分であることを示した。その成果は、紀
要論文 1本と共著書 2冊にまとめた。 

安部は、日本国内（福島、幌延）と海外（ト
ルコ、台湾）の原子力開発現地で調査を行い、
原子力の環境リスクが不可視化＝外部化さ
れる共通の政治経済的条件について研究し
た 。 そ の 成 果 は International Peace 
Research Association 第 25 回世界大会で報
告した。 

2015 年度は、研究分担者森元が(1)開発の
資源動員と利益配分の構造モデルの構築、研
究代表者安部が(2)環境リスクが不可視化さ
れる条件の抽出、研究分担者郭が(3)リスク
縮減策が無効化されるメカニズムの分析に
それぞれ焦点を当て研究を進めた。 

森元は、フィリピンにおける天然資源開発
や公共工事などの開発事業を事例に、中央政
府や地方自治政府、住民組織、民間企業ら関
係者間の開発レントをめぐる綱引きについ
て研究した。ことに、ミンダナオ島のイスラ
ム自治政府の樹立を巡る和平交渉において
は、自治政府の権限拡大が天然資源の開発レ
ントの獲得と結びついていることを明らか
にした。さらに、2000 年以降急速な成長を遂
げるフィリピン経済において、海外からの送
金に基づく内需とコンタクトセンターを始
めとする BPO 産業の輸出に加え、ミンダナオ
を始めとする天然資源の開発推進が主要課
題となっていることを論じた。 

安部は、福島第一原子力発電所事故とモン
ゴルのウラン採掘事業、インドネシア東ジャ
ワ州ラピンド社の熱泥流噴出事故を事例に、
政治権力と結びついた資源開発が環境リス
ク評価を歪めてしまう実態について論じた。

また、オーストリアで 1979 年に実施された
ツヴェンテンドルフ原発運転の是非を問う
国民投票を事例に、環境リスクの不可視化・
外部化を避けるためには市民的公共圏が適
切に機能することが重要であることを論じ
た。 

郭は、「格差」をキーワードに、TPP、AIIB
など、日本を含めた経済統合の活発化のリス
クについて研究を進めた。その結果、経済水
準の異なる諸国の経済統合は、各々の社会に
おける格差を拡大するリスクを有する点を
指摘した。さらに、現在の安倍政権が推進し
ている「国家戦略特区」が、日本社会におけ
る格差を拡大する危険性について明らかに
した。この成果は、郭洋春 2005『国家戦略特
区の正体：外資に売られる日本』集英社にま
とめた。 

2016 年度は本助成研究事業の最終年度と
して、研究代表者、研究分担者それぞれが 4
年間の研究の総まとめと補足調査を行った。 

安部は、主としてインドネシア東ジャワ州、
中ジャワ州及び日本の沖縄県で研究調査を
行い、開発の環境リスクが外部化されるメカ
ニズムを抽出した。東ジャワ州シドアルジョ
県熱泥流事故では、住民へのインタビューを
通じて大気汚染による健康被害が不可視化
され、事業主体や行政による救済の対象外と
なっている点を論じた。さらに、沖縄高江村
では、米軍ヘリパッド移設の反対派住民への
インタビューを行い、オスプレイの発着訓練
による騒音被害や事故のリスクを住民に押
し付けられている現状について聞き取り調
査を行った。 

郭は、第一に、今日のグローバリゼーショ
ンにおける情報の非対象性とチャンスの不
平等によって、自由競争から脱落した場合は
むしろ格差が拡大し社会的・経済的リスクが
拡大することを明らかにした。第二に、安倍
政権の国家戦略特別区域基本方針が、日本社
会の特徴である非成長社会を理解せず高度
経済成長期型の量的成長のみに主眼を置い
たことによって、規制緩和のための方便と堕
してしまい、ダイナミックな経済成長に結び
つかずにむしろ新たな貧困・格差のリスクを
造成したことを明らかにした。 

森元は、フィリピン経済の現状とその特徴
を分析及び地方自治法改正を通じた財政分
権化の取り組みや天然資源開発に対する外
資導入のための制度整備の分析を通じ、中央
政府と地方自治政府との間の開発資源の動
員と利益配分をめぐる対抗関係を明らかに
した。さらに、ミンダナオ島南コタバト州の
タンパカン鉱山開発事業とネグロス島東ネ
グロス州の鉱業プロジェクトの現地調査と
関係アクターへの聞き取り調査を通じ、中央
政府や地方自治政府、住民組織、民間企業等
関係者間に作用する資源動員と利益配分の
メカニズムを明らかにした。 

4 年間の途上国や日本の開発事業・開発政
策の事例研究を通じ、現代資本主義システム



がそのリスクを外部化することによって資
本の継続的蓄積を可能としていることを明
らかにした。この場合、空間的に外部化され
れば環境リスクとして、経済的に外部化され
れば社会格差として、我々の日々の生活を蝕
んでいく。ことに今日の新自由主義的な政策
の下では、環境リスクや社会格差を軽減する
ための様々な政策はしばしば無効化され、リ
スクそのものが不可視化されてしまう。この
ため、現代社会は、先進国における原発事故
や途上国における大規模森林火災のように、
自らの政治経済構造にその基盤を破壊して
しまうような巨大なリスクを埋め込むに至
ったのである。 

今後は、本補助事業の研究成果を受けて、
今日の日本をはじめとする国民国家の政治
経済構造の変容を「リスクの外部化と資本蓄
積」という視点から理論的／実証的に分析し
ていきたいと考えている。 
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